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1 調査の概要
1－1 調査の目的
本調査は、市内の勤労者を対象に、労働環境を把握することで、今後の労働行政、市内で

働く労働者のための施策の基礎資料とすることを目的とする。

1－2 調査の内容
（1）回答者の属性（性別、年齢、居住地、婚姻状況、同居家族数、収入取得者、世帯年収、
最終学歴 など）

（2）就業の状況（雇用契約、就業形態、勤務年数、雇用契約期間、1日・1週の労働時間、勤
務先を選んだ理由 など）

（3）勤務先の状況（勤務先の業種、勤務先の所在地、自宅からの距離、通勤手段・時間、現
在の勤務先の満足度・理由 など）

（4）労働条件等（重視する労働条件、最低賃金の確認、就業規則の認知、保有する資格 な
ど）

（5）ワークライフ・バランス（言葉等の認知、希望する取り組み）
（6）自由記述（安心して安定的に労働できるための要望など）

1－3 調査の方法
（1）調査区域 芦屋市内全域

（2）調査対象 芦屋市商工会会員事業所および市内事業所で働く従業員

（3）調査方式 直接配布・回収と郵送配布・回収（WEB併用）
（4）調査期間 平成30年10月5日（金）～12月7日（金）
（5）発送・回収 発 送 数：1,000件（配布300件、郵送700件）

回 収 数： 260件（回収率26.0％）
 Web 回 答：   8件（回答率 0.8％）

有効回答数： 268件（有効回収率26.8％）

1－4 報告書のみかた
（1）比率は、原則として各設問の無回答を含む集計対象総数（回答者数）に対する百分比（％）
を表している。1人の対象者に2つ以上の回答を求める設問では、百分比（％）の合計は
100.0%を超えている。

（2）百分比（％）は、小数点第2位以下を四捨五入して表示している。このため、内訳の合
計が100.0%にならないことがある。

（3）分類別の表中の百分比（％）は、すべて各分類項目の該当対象数を100.0%として算出し
ている。

（4）グラフ等の回答・選択肢については、文章・表現などを一部省略している場合がある。
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1－5 市内の地区区分（町名と商業集積）

【1地区】
町名：山芦屋、西山、三条

※山手サンモール

【2地区】
町名：奥池、奥池南、奥山、

朝日ヶ丘、東山、東芦屋、

山手

※コープミニ東山

【3地区】
町名：六麓荘、岩園

※水道橋商店街／いかり芦屋

店

＝ 阪急神戸線 ＝

【4地区】
町名：月若、西芦屋、三条南、

前田、清水

※コープミニ西芦屋

【5地区】
町名：大原、船戸、松ノ内、

上宮川、業平

※駅西商店街／コープデイズ

芦屋／大丸芦屋店／モンテ

メール／ラポルテ／ラリー

ブ／ラ・モール／いかり JR
芦屋店

【6地区】
町名：翠ヶ丘、親王塚、楠

＝ 国道2号線 ＝

【7地区】
町名：川西、津知、平田北

※川西商店街／パル・ヤマト

芦屋店

【8地区】
町名：宮塚、茶屋之、大桝、

公光、宮川、精道

※本通り商店街／三八商店街

／パントリー芦屋店

【9地区】
町名：春日、打出小槌、打出、

若宮

※打出商店街／ダイエー東芦

屋店

＝ 国道43号線 ＝

【10地区】
町名：平田

【11地区】
町名：呉川、竹園、伊勢、浜

芦屋、松浜

※浜東・浜芦屋商店街／コー

プ浜芦屋

【12地区】
町名：大東、南宮、浜、西蔵

※芦屋浜センター／コープ打

出浜／KOHYO南宮店
  ＝ 防潮堤線（臨港線） ＝  

【13地区】
町名：緑、若葉、潮見

【14地区】
町名：新浜、浜風、高浜

※芦屋浜専門店会／グルメシ

ティ芦屋浜店

【15地区】
町名：陽光、海洋、南浜、涼

風

※ライフガーデン潮芦屋（スー

パーマルハチ南芦屋浜店）／

ケーヨーデイツー南芦屋浜

店
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2 調査の結果
2－1 回答者の属性

本調査の回答者の 56.0％が男性となっている。年代は、40歳代・50歳代が半数で、30
歳代以下より、60 歳代以上の方が多くなっている。既婚者が 65.7％である。居住地は、
市外が 53.0％である。
家族の中で、働いて収入を得ている人は「2人」が 49.6％であるが、「1人」という回答
も 35.8％となっている。
世帯の年収は、「300万円～500万円未満」が 34.7％、「500万円～700万円未満」が 20.1％
で、この金額帯が半数となっている。なお、「300 万円未満」も 17.6％となっており、そ
の半数は 60 歳以上である。世帯で収入を得ている人数が多いほど世帯年収は増えるが、
複数人で働いていても「300万円～500万円未満」という世帯もある。

≪性別≫ 

≪年齢≫ 

回答数

1 男性 150
2 女性 114
3 その他 0
無回答 4
全体 268

56.0
42.5

0.0
1.5

0 10 20 30 40 50 60
(％)

回答数

1 10歳代 1
2 20歳代 10
3 30歳代 36
4 40歳代 76
5 50歳代 63
6 60歳～64歳 24
7 65歳～69歳 19
8 70歳以上 35
無回答 4
全体 268

0.4
3.7

13.4
28.4

23.5
9.0

7.1
13.1

1.5

0 10 20 30
(％)

56.0 42.5 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別

男性 女性 その他 無回答

0.4
3.7 13.4 28.4 23.5 9.0 7.1 13.1 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年齢

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60～64歳 65～69歳 70歳以上 無回答
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≪居住地（市内・市外別）≫ 

≪居住地（市内の地区）≫ 

≪婚姻の状況≫ 

≪同居家族の人数≫ 

回答数

1 市内 122
2 市外 142
無回答 4
全体 268

45.5
53.0

1.5

0 10 20 30 40 50 60
(％)

回答数

1 1地区（山芦屋、西山、三条） 4
2 2地区（奥池､奥池南､奥山､朝日ヶ丘､東山､東芦屋､山手） 10
3 3地区（六麓荘、岩園） 3
4 4地区（月若、西芦屋、三条南、前田、清水） 6
5 5地区（大原、船戸、松ノ内、上宮川、業平） 11
6 6地区（翠ヶ丘、親王塚、楠） 12
7 7地区（川西、津知、平田北） 3
8 8地区（宮塚、茶屋之、大桝、公光、宮川、精道） 19
9 9地区（春日、打出小槌、打出、若宮） 7

10 10地区（平田） 0
11 11地区（呉川、竹園、伊勢、浜芦屋、松浜） 9
12 12地区（大東、南宮、浜、西蔵） 19
13 13地区（緑、若葉、潮見） 10
14 14地区（新浜、浜風、高浜） 6
15 15地区（陽光、海洋、南浜、涼風） 3
無回答 0
該当数 122

3.3
8.2

2.5
4.9

9.0
9.8

2.5
15.6

5.7
0.0

7.4
15.6

8.2
4.9

2.5
0.0

0 10 20
(％)

回答数

1 結婚している 176
2 以前、結婚していた 30
3 結婚を予定している 5
4 結婚していない 55
無回答 2
全体 268

65.7
11.2

1.9
20.5

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70
(％)

回答数

1 1人 41
2 2人 86
3 3人 64
4 4人 52
5 5人 17
6 6人以上 5
無回答 3
全体 268

15.3
32.1

23.9
19.4

6.3
1.9

1.1

0 10 20 30 40
(％)
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【婚姻別 同居家族の人数】 上段：人数、下段：％

合計 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 無回答

全体
268 41 86 64 52 17 5 3 

100.0 15.3 32.1 23.9 19.4 6.3 1.9 1.1 

既婚 
176 5 62 44 45 16 4 0 

100.0 2.8 35.2 25.0 25.6 9.1 2.3 0.0 

未婚・離婚等 
90 36 24 20 7 1 1 1 

100.0 40.0 26.7 22.2 7.8 1.1 1.1 1.1 
無回答 2 0 0 0 0 0 0 2 
≪働いて収入を得ている人数≫ 

≪世帯全体の年収≫

≪最終学歴≫

回答数

1 1人 96
2 2人 133
3 3人 27
4 4人 6
5 5人 1
6 6人以上 2
無回答 3
全体 268

35.8
49.6

10.1
2.2

0.4
0.7
1.1

0 10 20 30 40 50
(％)

回答数

1 300万円未満 48
2 300万円～500万円未満 93
3 500万円～700万円未満 54
4 700万円～1,000万円未満 40
5 1,000万円～1,500万円未満 21
6 1,500万円以上 7
無回答 5
全体 268

17.9
34.7

20.1
14.9

7.8
2.6

1.9

0 10 20 30 40
(％)

回答数

1 中学校 16
2 高等学校 86
3 高等専門学校 5
4 短期大学 40
5 大学 95
6 大学院 4
7 専修学校・各種学校 17
8 その他 0
無回答 5
全体 268

6.0
32.1

1.9
14.9

35.4
1.5

6.3
0.0

1.9

0 10 20 30 40
(％)
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2－2 就業の状況

雇用契約をしているのは 82.5％で、雇用契約をしていない人は、「常用雇用のパート・
アルバイト・契約社員・嘱託、有給の家族従業者」「無給の家族従業員」「有給の役員」が

主であるが、正規職員も含まれている。

就業形態は、正規職員が 51.5％と最も多く、次いでパートや有給の家族従業者が 25.7％
である。

現在、パートや臨時雇用で働いている人のうち、正規職員になることを希望している人

は約 25％であり、希望しない人の方が多い。希望している人は、30歳代では 83.3％であ
るが、他の年代は希望しない人が多い。

勤続年数は、「5～10 年未満」と「10～20 年未満」「20 年以上」が 20％を超えている。
「無給の家族従業員」「有給の役員」で勤続年数が長くなっている。30 歳代～50 歳代で、
勤続年数 2年未満という人もいる。

雇用期間は、「定年退職まで」「期間の定めはない（定年退職はない）」が 71.2％となっ
ている。主に「雇用のパート等、有給の家族授業者」の人が、雇用期間の定めがある。

1日の平均労働時間は、「8時間～10時間未満」が48.9％、「10時間以上」も1割となって
いる。1週に換算すると、「40時間～60時間未満」が50.7％で、「平成30年度 兵庫県中小
企業労働事情実態調査報告書」の従業員の週の所定労働時間ととして48.7％の事業所が定
めている「40時間」より多くなっている。

≪雇用契約≫ 

≪就業形態≫ 

回答数

1 雇用契約をして、働いている 221
2 雇用契約はしていないが、働いている 44
無回答 3
全体 268

82.5
16.4

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
(％)

回答数

1 無給の家族従業員 14
2 有給の役員 34
3 常用雇用の正規職員 138
4 常用雇用のパート等、有給の家族従業者 69
5 1か月以内や日々の臨時雇用 1
6 その他 5
無回答 7
全体 268

5.2
12.7

51.5
25.7

0.4
1.9
2.6

0 10 20 30 40 50 60
(％)
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≪（「就業形態」の「4 パート等」・「5 臨時雇用等」の方の）正規職員への希望≫ 

【最終学歴※と就業形態】 上段：人数、下段：％

合計 無給の家

族従業員

有給の役員 常用雇用の

正規職員

常用雇用の
パート・ア
ルバイト・
契約社員・
嘱託、有給
の家族従業
者

1か月以内
や日々の臨

時雇用

その他 無回答

全体
268 14 34 138 69 1 5 7

100.0 5.2 12.7 51.5 25.7 0.4 1.9 2.6

中学・高校 
102 4 13 48 31 0 3 3

100.0 3.9 12.7 47.1 30.4 0.0 2.9 2.9
高専・短大 

45 4 7 18 15 0 1 0
100.0 8.9 15.6 40.0 33.3 0.0 2.2 0.0

大学・大学院
99 6 10 60 20 1 1 1

100.0 6.1 10.1 60.6 20.2 1.0 1.0 1.0
専修学校・各
種学校

17 0 4 10 2 0 0 1
100.0 0.0 23.5 58.8 11.8 0.0 0.0 5.9 

※最終学歴の無回答（5）を除く

≪勤務先の業種≫ 

回答数

1 建設業 23
2 製造業 9
3 電気・ガス・熱供給・水道業 4
4 情報通信業 0
5 運輸業、郵便業 16
6 卸売業、小売業 51
7 金融業、保険業 8
8 不動産業、物品賃貸業 13
9 学術研究、専門・技術サービス業 24

10 宿泊業、飲食サービス業 12
11 生活関連サービス業、娯楽業 42
12 教育、学習支援業 7
13 医療、福祉 19
14 複合サービス業 24
15 その他 10
無回答 6
全体 268

8.6
3.4

1.5
0.0

6.0
19.0

3.0
4.9

9.0
4.5

15.7
2.6

7.1
9.0

3.7
2.2

0 10 20
(％)

回答数

1 希望する 18
　男性 8
　女性 10

2 希望しない 50
　男性 23
　女性 26
無回答 2
該当数 70

25.7
11.4

14.3
71.4

32.9
37.1

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(％)
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≪勤務先の所在地区≫ 

≪勤務年数≫ 

回答数

1 1地区（山芦屋、西山、三条） 7
2 2地区（奥池､奥池南､奥山､朝日ヶ丘､東山､東芦屋､山手） 17
3 3地区（六麓荘、岩園） 4
4 4地区（月若、西芦屋、三条南、前田、清水） 11
5 5地区（大原、船戸、松ノ内、上宮川、業平） 59
6 6地区（翠ヶ丘、親王塚、楠） 14
7 7地区（川西、津知、平田北） 6
8 8地区（宮塚、茶屋之、大桝、公光、宮川、精道） 49
9 9地区（春日、打出小槌、打出、若宮） 20

10 10地区（平田） 1
11 11地区（呉川、竹園、伊勢、浜芦屋、松浜） 21
12 12地区（大東、南宮、浜、西蔵） 17
13 13地区（緑、若葉、潮見） 2
14 14地区（新浜、浜風、高浜） 27
15 15地区（陽光、海洋、南浜、涼風） 3
無回答 10
全体 268

2.6
6.3

1.5
4.1

22.0
5.2

2.2
18.3

7.5
0.4

7.8
6.3

0.7
10.1

1.1
3.7

0 10 20 30
(％)

回答数

1 1年未満 32
2 1年～2年未満 19
3 2年～3年未満 10
4 3年～5年未満 22
5 5年～10年未満 55
6 10年～15年未満 35
7 15年～20年未満 32
8 20年以上 62
無回答 1
全体 268

11.9
7.1

3.7
8.2

20.5
13.1

11.9
23.1

0.4

0 10 20 30
(％)
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【業種別 現在の勤務地での勤務年数】 

回答数
1年
未満

1年～
2年

2年～
3年

3年～
5年

5年～
10年

10年～
15年

15年～
20年

20年
以上

無回答

1 建設業 23 0 0 0 4 8 1 3 7 0
100.0 0.0 0.0 0.0 17.4 34.8 4.3 13.0 30.4 0.0

2 製造業 9 0 1 1 1 0 1 0 5 0
100.0 0.0 11.1 11.1 11.1 0.0 11.1 0.0 55.6 0.0

3 電気・ガス・熱供
給・水道業

4 1 0 0 0 0 0 1 2 0
100.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 50.0 0.0

4 情報通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
－ － － － － － － － － －

5 運輸業、郵便業 16 3 1 1 0 4 1 4 2 0
100.0 18.8 6.3 6.3 0.0 25.0 6.3 25.0 12.5 0.0

6 卸売業、小売業 51 9 5 2 1 5 10 3 16 0
100.0 17.6 9.8 3.9 2.0 9.8 19.6 5.9 31.4 0.0

7 金融業、保険業 8 2 0 1 0 1 1 0 3 0
100.0 25.0 0.0 12.5 0.0 12.5 12.5 0.0 37.5 0.0

8 不動産業、物品賃
貸業

13 1 0 1 2 2 1 2 4 0
100.0 7.7 0.0 7.7 15.4 15.4 7.7 15.4 30.8 0.0

9 学術研究、専門・
技術サービス業

24 0 1 1 3 5 3 5 6 0
100.0 0.0 4.2 4.2 12.5 20.8 12.5 20.8 25.0 0.0

10 宿泊業、飲食サー
ビス業

12 0 0 1 0 5 2 2 2 0
100.0 0.0 0.0 8.3 0.0 41.7 16.7 16.7 16.7 0.0

11 生活関連サービス
業、娯楽業

42 4 3 1 6 6 7 4 10 1
100.0 9.5 7.1 2.4 14.3 14.3 16.7 9.5 23.8 2.4

12 教育、学習支援業 7 2 1 0 1 1 0 2 0 0
100.0 28.6 14.3 0.0 14.3 14.3 0.0 28.6 0.0 0.0

13 医療、福祉 19 5 3 0 2 2 4 3 0 0
100.0 26.3 15.8 0.0 10.5 10.5 21.1 15.8 0.0 0.0

14 複合サービス業 24 2 4 1 1 11 1 1 3 0
100.0 8.3 16.7 4.2 4.2 45.8 4.2 4.2 12.5 0.0

15 その他 10 3 0 0 0 4 2 0 1 0
100.0 30.0 0.0 0.0 0.0 40.0 20.0 0.0 10.0 0.0

無回答 23 0 0 0 4 8 1 3 7 0

全体
268 32 19 10 22 55 35 32 62 1

100.0 11.9 7.1 3.7 8.2 20.5 13.1 11.9 23.1 0.4
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≪雇用契約期間≫ 

≪平均労働時間≫ 

記入者数 最小時間 最大時間 総時間 平均時間

1日 260人 0時間 10分 13時間 00分 1,087時間 56分 4時間 11分

1週 238人 1時間 00分 80時間 00分 9,514時間 20分 39時間 59分

≪1日の平均労働時間≫ 

≪1週の平均労働時間≫ 

回答数

1 1日 0
2 1週間 0
3 1か月 1
4 2か月 0
5 3か月 14
6 半年(6か月) 9
7 1年 19
8 2年以上 3
9 期間の定めはない(定年退職まで) 110

10 期間の定めはない(定年退職はない) 81
11 わからない、決まっていない 26
無回答 5
全体 268

0.0
0.0
0.4
0.0

5.2
3.4

7.1
1.1

41.0
30.2

9.7
1.9

0 10 20 30 40 50
(％)

回答数

1 6時間未満 26
2 6時間～8時間未満 76
3 8時間～10時間未満 131
4 10時間以上 27
無回答 8
全体 268

9.7
28.4

48.9
10.1

3.0

0 10 20 30 40 50 60
(％)

回答数

1 10時間未満 6
2 10時間～20時間未満 11
3 20時間～40時間未満 68
4 40時間～60時間未満 136
5 60時間以上 17
無回答 30
全体 268

2.2
4.1

25.4
50.7

6.3
11.2

0 10 20 30 40 50 60
(％)
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≪自宅から勤務先までの距離・通勤時間≫ 

記入者数 最小 最大 総合計 平均

自宅から勤務先までの距離 199人 0.01km 60km 1,951.21km 9.8km

自宅から勤務先までの通勤時間 195人 1分 2時間 97時間 19分 30.0分

≪自宅から勤務先までの距離≫

≪自宅から勤務先までの通勤手段≫ 

≪自宅から勤務先までの通勤時間≫

回答数

1 0km 19
2 0.01km～1km未満 17
3 1km～5km未満 76
4 5km～10km未満 30
5 10km～30km未満 60
6 30km以上 16
無回答 50
全体 268

7.1
6.3

28.4
11.2

22.4
6.0

18.7

0 10 20 30
(％)

回答数

1 徒歩 67
2 自転車 63
3 自動車 70
4 バス 23
5 電車 84
6 その他 23
無回答 9
回答総数 339
全体 268

25.0
23.5

26.1
8.6

31.3
8.6

3.4

0 10 20 30 40
(％)

回答数

1 0分 11
2 1分～15分未満 63
3 15分～30分未満 46
4 30分～1時間未満 50
5 1時間以上 36
6 その他 1
無回答 61
全体 268

4.1
23.5

17.2
18.7

13.4
0.4

22.8

0 10 20 30
(％)
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2－3 勤務先の状況

勤務先を選んだ理由は、「自分の能力・個性が活かせるから」「仕事がおもしろそうだと

思ったから」「自宅から近いから」が 20％を超えている。「仕事がおもしろそうだと思った
から」という理由は、40 歳未満の若い世代で最も多くの人が選んだ選択肢となっている。
60歳以上では、「家族・親族の会社だから」が最も多い。「家族・親族の会社だから」を選
んだ人のうち、40歳代が 32.0％となっている。「自宅に近いから」を選んだ人のうち、40
歳代以下が 49.1％と、若い世代の選択重要項目となっている。

現在の勤務先の満足度は、「満足している」「おおむね、満足している」が 64.9％となっ
ている。60～64歳の満足度がやや低く、70歳以上は高くなっている。
現在の仕事に満足している人は、その理由として「仕事の内容」「職場の人間関係」「賃

金」に関することをあげている。不満な人は、その理由として「賃金に関すること」が 48.8％
と高く、「仕事の内容」「昇進や昇給の見通しに関すること」となっている。

重視する労働条件としては、現在の仕事に満足している人では、「やりがいのある仕事の

内容」が半数を超えているが、不満な人は、「賃金が高いこと」「やりがいのある仕事内容」

と不満な理由と同じ内容があがっている。なお、「職場の人間関係」については仕事の満足

度に関わりなく、重要視する選択条件とされている。

≪現在の勤務先を選んだ理由≫ 

回答数

1 自分の能力・個性を活かせるから 68
2 自分の資格を活かせるから 27
3 技術が覚えられるから 13
4 仕事がおもしろそうだと思ったから 55
5 一流会社・著名な会社だから 12
6 会社の将来性を考えて 14
7 実力主義の会社だから 5
8 給料や待遇が良さそうだから 16
9 労働時間が短く、休日が多いから 14

10 自宅から近いから 55
11 家族・親族の会社だから 50
12 親族や知人に紹介・推薦されたので 37
13 他に行くところがなかったので 23
14 経営者・経営理念に魅力を感じたから 23
15 その他 12
16 特になし、覚えていない 16
無回答 5
回答総数 445
全体 268

25.4
10.1

4.9
20.5

4.5
5.2

1.9
6.0

5.2
20.5

18.7
13.8

8.6
8.6

4.5
6.0

1.9

0 10 20 30
(％)
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≪現在の勤務先の満足度≫ 

【業種別 現在の勤務先の満足度】 

【就業形態別 現在の勤務先の満足度】 

回答数

1 満足している 71
2 おおむね、満足している 103
3 どちらでもない 48
4 やや不満である 33
5 不満である 8
無回答 5
全体 268

26.5
38.4

17.9
12.3

3.0
1.9

0 10 20 30 40
(％)

26.5

26.1

22.2

50.0

31.3

27.5

50.0

23.1

16.7

31.0

57.1

21.1

16.7

30.0

38.4

34.8

22.2

25.0

33.3

37.5

53.8

41.7

50.0

38.1

47.4

62.5

30.0

17.9

30.4

11.1

12.5

31.4

12.5

15.4

16.7

25.0

9.5

10.5

12.5

20.0

12.3

4.3

22.2

25.0

18.8

7.8

20.8

8.3

14.3

42.9

21.1

8.3

10.0

3.0

4.3

11.1

6.3

7.7

4.2

2.4

10.0

1.9

11.1

25.0

6.3

4.8

0 20 40 60 80 100

全体

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス業

その他

満足している おおむね、満足している どちらでもない

やや不満である 不満である 無回答

(%)

26.5

14.3

47.1

26.8

18.8

40.0

38.4

35.7

38.2

36.2

43.5

40.0

17.9

42.9

8.8

18.1

15.9

100.0

12.3

7.1

2.9

14.5

14.5

20.0

3.0

2.9

5.8

1.9

2.9

1.4

1.4

0 20 40 60 80 100

全体

無給の家族従業員

有給の役員

常用雇用の正規職員

常用雇用のパート等、有給の家族従業者

1か月以内や日々の臨時雇用

その他

満足している おおむね、満足している どちらでもない

やや不満である 不満である 無回答

(%)
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≪現在の勤務先に「満足」「おおむね満足」の理由≫ 

≪現在の勤務先に「不満」「やや不満」の理由≫ 

回答数

1 賃金に関すること 27
2 昇進や昇給の見通しに関すること 10
3 仕事の内容 81
4 仕事の量 26
5 会社の安定性や将来性 20
6 労働日数・労働時間 29
7 休日・休日日数 29
8 通勤時間 33
9 職場の人間関係 45

10 職場環境、立地環境 23
11 有給休暇などの取得 16
12 福利厚生制度(社会保険含む) 7
13 経験や資格に関すること 14
14 遠方への転勤などに関すること 1
15 訓練や研修に関すること 2
16 雇用条件などに関すること 5
17 資格取得など配慮、奨励に関すること 3
18 その他 3
19 特にない、思いつかない 6
無回答 14
回答総数 394
該当数 174

15.5
5.7

46.6
14.9

11.5
16.7
16.7

19.0
25.9

13.2
9.2

4.0
8.0

0.6
1.1

2.9
1.7
1.7

3.4
8.0

0 10 20 30 40 50
(％)

回答数

1 賃金に関すること 20
2 昇進や昇給の見通しに関すること 10
3 仕事の内容 12
4 仕事の量 5
5 会社の安定性や将来性 9
6 労働日数・労働時間 5
7 休日・休日日数 7
8 通勤時間 3
9 職場の人間関係 8

10 職場環境、立地環境 5
11 有給休暇などの取得 8
12 福利厚生制度(社会保険含む) 5
13 経験や資格に関すること 1
14 遠方への転勤などに関すること 0
15 訓練や研修に関すること 1
16 雇用条件などに関すること 6
17 資格取得など配慮、奨励に関すること 1
18 その他 1
19 特にない、思いつかない 0
無回答 1
回答総数 108
該当数 41

48.8
24.4

29.3
12.2

22.0
12.2

17.1
7.3

19.5
12.2

19.5
12.2

2.4
0.0

2.4
14.6

2.4
2.4

0.0
2.4

0 10 20 30 40 50
(％)
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【「満足」「おおむね満足」と「不満」「やや不満」の理由】 

15.5
5.7

46.6
14.9

11.5

16.7
16.7

19.0
25.9

13.2
9.2

4.0

8.0
0.6
1.1

2.9
1.7
1.7

3.4
8.0

48.8
24.4

29.3
12.2

22.0

12.2
17.1

7.3
19.5

12.2
19.5

12.2
2.4

0.0
2.4

14.6
2.4
2.4

0.0
2.4

0 10 20 30 40 50 60

賃金に関すること

昇進や昇給の見通しに関すること

仕事の内容

仕事の量

会社の安定性や将来性

労働日数・労働時間

休日・休日日数

通勤時間

職場の人間関係

職場環境、立地環境

有給休暇などの取得

福利厚生制度(社会保険含む)

経験や資格に関すること

遠方への転勤などに関すること

訓練や研修に関すること

雇用条件などに関すること

資格取得など配慮、奨励に関すること

その他

特にない、思いつかない

無回答

（%）

満足＋おおむね満足 不満＋やや不満
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≪重視する労働条件≫ 

回答数

1 賃金が高いこと 69
2 昇進や昇給の見通しが持てること 23
3 やりがいのある仕事の内容 124
4 仕事の量 27
5 会社の安定性や将来性 47
6 労働日数・労働時間 45
7 休日・休日日数 45
8 通勤時間 35
9 職場の人間関係 69

10 職場環境、立地環境 21
11 有給休暇などの取得のしやすさ 19
12 福利厚生制度(社会保険含む) 19
13 経験や資格を活かせること 28
14 転居を伴う遠方への転勤の心配がないこと 8
15 十分な訓練や研修が受けられること 7
16 雇用が安定していること 27
17 資格取得などへの配慮・奨励があること 4
18 その他 4
19 特にない、思いつかない 17
無回答 10
回答総数 648
全体 268

25.7
8.6

46.3
10.1

17.5
16.8
16.8

13.1
25.7

7.8
7.1
7.1

10.4
3.0
2.6

10.1
1.5
1.5

6.3
3.7

0 10 20 30 40 50
(％)

（87.3）
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2－4 最低賃金・就業規則・ワークライフ・バランスの認知・資格の有無

最低賃金改定について、確認している人は 47.0％である。

就業規則は、知っている人が過半数となっているが、知らない人が 16.0％、対象外のた
め就業規則がないが 19.8％である。

「ワークライフ・バランス」の認知度は、64.9％であるが、内容も知っている人は、34.7％
である。

「ワークライフ・バランス」の実現のために希望する取り組みは、「業務改善による労働

時間の短縮」「休暇の取得を奨励・促進」が 30％を超えており、労働時間が長い実態を反
映しており、また有給休暇もとりにくい状況が推察される。

資格の有無については、資格をもっていない人が 38.4％である。所有している資格のう
ち、特に「財務・金融関連の資格」「生活関連の資格」を持っている人は、「仕事に役立っ

ている」と評価されている。

≪毎年 10月の最低賃金の改定の認知≫ 
回答数

1 知っていて、確認している 114
2 10月以外で確認している 12
3 知っているが、確認していない 62
4 知らなかった 72
無回答 8
全体 268

42.5
4.5

23.1
26.9

3.0

0 10 20 30 40 50
(％)
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≪勤務先の就業規則の認知≫ 

【業種別 勤務先の就業規則の認知】 

≪ワークライフ・バランスの認知≫ 

回答数

1 すべて、知っている 52
2 おおむね知っている 105
3 あまり知らない 33
4 まったく知らない 10
5 対象外のため就業規則がない 53
無回答 15
全体 268

19.4
39.2

12.3
3.7

19.8
5.6

0 10 20 30 40
(％)

回答数

1 言葉も内容も知っていた 93
2 聞いたことがあるが､内容は知らなかった 81
3 言葉も内容も知らなかった 85
無回答 9
全体 268

34.7
30.2

31.7
3.4

0 10 20 30 40
(％)

19.4

17.4

33.3

25.0

13.7

37.5

23.1

8.3

19.0

57.1

36.8

20.8

39.2

47.8

11.1

25.0

25.5

50.0

30.8

41.7

41.7

50.0

28.6

52.6

54.2

60.0

12.3

4.3

25.0

31.3

19.6

16.7

9.5

14.3

10.5

4.2

10.0

3.7

6.3

3.9

12.5

4.2

8.3

2.4

8.3

10.0

19.8

26.1

55.6

50.0

6.3

29.4

46.2

25.0

25.0

11.9

4.2

10.0

5.6

4.3

25.0

6.3

7.8

16.7

7.1

8.3

10.0

0 20 40 60 80 100

全体

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス業

その他

すべて、知っている おおむね知っている

あまり知らない まったく知らない

対象外のため就業規則がない 無回答

(%)
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≪ワークライフ・バランスの実現（推進）のために希望する取り組み≫ 

【業種別 ワークライフ・バランスの実現（推進）のために希望する取り組み】 

回答数

業務改
善による
労働時
間の短縮
すること

ノー残業
デーを設
定するこ
と

休暇の取
得を奨
励、促進
すること

時間や
場所にと
らわれな
い働き方
(テレワー
クなど)を
導入する
こと

相談所の
設置や
研修な
ど、メンタ
ルヘルス
対策を導
入するこ
と

その他 希望する
取り組み
はない、
わからな
い 無回答

1 建設業 23 7 2 3 8 3 1 6 0
100.0 30.4 8.7 13.0 34.8 13.0 4.3 26.1 0.0

2 製造業 9 6 3 2 0 0 0 0 2
100.0 66.7 33.3 22.2 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2

3 電気・ガス・熱供給・
水道業

4 0 0 0 1 0 0 2 1
100.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 50.0 25.0

5 運輸業、郵便業 16 4 1 8 3 1 0 3 1
100.0 25.0 6.3 50.0 18.8 6.3 0.0 18.8 6.3

6 卸売業、小売業 51 19 5 20 7 5 1 17 2
100.0 37.3 9.8 39.2 13.7 9.8 2.0 33.3 3.9

7 金融業、保険業 8 6 3 5 2 3 0 0 0
100.0 75.0 37.5 62.5 25.0 37.5 0.0 0.0 0.0

8 不動産業、物品賃
貸業

13 7 0 3 1 0 1 3 0
100.0 53.8 0.0 23.1 7.7 0.0 7.7 23.1 0.0

9 学術研究、専門・技
術サービス業

24 9 3 7 8 1 1 8 2
100.0 37.5 12.5 29.2 33.3 4.2 4.2 33.3 8.3

10 宿泊業、飲食サー
ビス業

12 7 1 4 2 1 0 4 0
100.0 58.3 8.3 33.3 16.7 8.3 0.0 33.3 0.0

11 生活関連サービス
業、娯楽業

42 17 5 12 8 3 2 8 5
100.0 40.5 11.9 28.6 19.0 7.1 4.8 19.0 11.9

12 教育、学習支援業 7 1 1 3 1 1 1 1 0
100.0 14.3 14.3 42.9 14.3 14.3 14.3 14.3 0.0

13 医療、福祉 19 6 1 8 3 3 1 5 0
100.0 31.6 5.3 42.1 15.8 15.8 5.3 26.3 0.0

14 複合サービス業 24 6 1 9 4 3 1 5 2
100.0 25.0 4.2 37.5 16.7 12.5 4.2 20.8 8.3

15 その他 10 1 2 6 3 0 0 1 1
100.0 10.0 20.0 60.0 30.0 0.0 0.0 10.0 10.0

無回答 6 1 0 1 2 0 0 2 1

全体
268 97 28 91 53 24 9 65 17

100.0 36.2 10.4 34.0 19.8 9.0 3.4 24.3 6.3

回答数

1 業務改善による労働時間の短縮 97
2 ノー残業デーの設定 28
3 休暇の取得を奨励・促進 91
4 時間等にとらわれない働き方の導入 53
5 メンタルヘルス対策の導入 24
6 その他 9
7 希望する取り組みはない、わからない 65
無回答 17
回答総数 384
全体 268

36.2
10.4

34.0
19.8

9.0
3.4

24.3
6.3

0 10 20 30 40
(％)
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≪1日の労働時間別 ワークライフ・バランスの実現（推進）のために希望する取り組み≫ 

≪1週の労働時間別 ワークライフ・バランスの実現（推進）のために希望する取り組み≫ 

28.6

0.0

0.0

42.9

14.3

0.0

42.9

0.0

17.6

8.8

23.5

23.5

2.9

2.9

35.3

5.9

33.3

9.9

45.9

21.6

10.8

4.5

19.8

5.4

46.6

13.7

31.5

16.4

8.2

4.1

23.3

5.5

38.5

0.0

0.0

23.1

0.0

0.0

46.2

7.7

0 10 20 30 40 50

業務改善による労働時間の短縮すること

ノー残業デーを設定すること

休暇の取得を奨励、促進すること

時間や場所にとらわれない働き方(テレワークな

ど)を導入すること

相談所の設置や研修など、メンタルヘルス対策を

導入すること

その他

希望する取り組みはない、わからない

無回答

10時間以下
10～30時間
30～40時間
40～60時間
60時間以上

（％）

20.0

6.7

17.8

17.8

8.9

2.2

37.8

6.7

32.9

8.7

40.4

21.7

9.3

3.7

23.0

5.6

62.2

18.9

35.1

18.9

13.5

5.4

13.5

2.7

43.8

6.3

12.5

18.8

0.0

0.0

37.5

12.5

0 10 20 30 40 50 60 70

業務改善による労働時間の短縮すること

ノー残業デーを設定すること

休暇の取得を奨励、促進すること

時間や場所にとらわれない働き方(テレワークな

ど)を導入すること

相談所の設置や研修など、メンタルヘルス対策を

導入すること

その他

希望する取り組みはない、わからない

無回答

6時間以下
6時間～8時間
8時間～10時間
10時間以上

（％）



Ⅱ 労働実態調査

91 

≪所有している資格≫ 

≪所有資格の就職等への寄与≫ 

【仕事に役立っている資格】 

該当数 医療関
係の資
格

福祉関
係の資
格

司法・
法務関
係の資
格

財務・
金融関
連の資
格

生活関
連の資
格

不動
産・建
築関係
の資格

工業・
安全管
理関連
の資格

教育関
連の資
格

コンピ
ュータ
ー関連
の資格

運輸関
連の資
格

その他

仕事に
役立っ
ている

101 8 10 3 23 23 15 17 4 1 17 6
100.0 7.9 9.9 3.0 22.8 22.8 14.9 16.8 4.0 1.0 16.8 5.9

回答数

1 医療関係の資格 16
2 福祉関係の資格 14
3 司法・法務関係の資格 3
4 財務・金融関連の資格 33
5 生活関連の資格 35
6 不動産・建築関係の資格 22
7 工業・安全管理関連の資格 23
8 教育関連の資格 9
9 コンピューター関連の資格 3

10 運輸関連の資格 23
11 その他 7
12 特に資格は持っていない 103
無回答 20
回答総数 311
全体 268

6.0
5.2

1.1
12.3
13.1

8.2
8.6

3.4
1.1

8.6
2.6

38.4
7.5

0 10 20 30 40
(％)

回答数

1 仕事に役立っている 101
2 就職に役立った 10
3 仕事や就職にも役立っていない 31
無回答 3
該当数 145

69.7
6.9

21.4
2.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(％)
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2－5 労働行政に関するアイデアや意見

≪芦屋市労働行政をよくするためのアイデアや意見≫ 

◇労働行政について

・最低賃金・時給を上げること。（3）
・地元企業の育成・優先的利用を。（3）
・介護職員の賃金の引き上げ。（2）
・学歴、年齢にとらわれない労働環境づくりを。（2）
・円滑に世代交代が図れるよう、指導・啓発を。（2）
・労働行政が何をしているのか理解できていない。

・労働人口の減少が予想される、外国人労働者の積極的登用を。

・パワハラ・セクハラ・マタハラ等の相談窓口の設置を。

・男性が育児休暇を取り易くなるよう、役職や仕事の量・内容を考えること。

・表面的には、法律を遵守しているが、実際は？の場合もある。

・従業員満足度の充実を計画的に行うように、企業に教育すること。

・行政と民間との人材交流の機会の充実を。   など

◇労働環境の改善に向けて

・65歳以上でも体調や希望に応じて働けるような環境づくりを。（7）
・保育所や学童保育など安心して子育てができる環境の整備。（3）
・介護の充実を。

・休暇を取得し易くできるようを指導を。   など

◇行政への要望

・税金等をできるだけ安くしてほしい。（2）
・市役所は、民間委託ではなく、職員やアルバイトで業務を担うべき。（2）
・家賃を安くし、駅前にも商店を増やすべき。

・厚生年金（社会保険）が高すぎる。

・税金が高い、独身にも手当や税的な優遇を。

・母子手当ての増額、収入制限の撤廃。

・ハラスメントの実態把握を。

・医療費の削減。   など
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2 労働実態調査（郵送用） 調査票
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